
お問合せ先︓

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業⽬的

4. 

浄化槽の整備

事業イメージ
①循環型社会形成推進交付⾦ ※廃棄物処理施設整備交付⾦を含む。
市町村が⾏う浄化槽事業に対して交付⾦により⽀援。※令和９年度では下線部分の助成メニューを拡充。
○環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業（交付率1/2）
・単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽(環境配慮型浄化槽に限る)に事業計画額の５割以上転換する

事業
・集合処理(下⽔道、農集排等)から公共浄化槽等へ転換する事業（交付率1/2）

○単独処理浄化槽やくみ取り槽から合併処理浄化槽への転換
○浄化槽災害復旧事業（交付対象事業費の全額が交付⾦の交付対象（要協議））
○少⼈数⾼齢世帯に対する維持管理負担軽減事業 等（交付期間:5年）
○市町村が定める浄化槽⻑寿命化計画等に基づく浄化槽の改築・更新事業
○浄化槽整備効率化事業（浄化槽台帳整備、計画策定・調査等）
②先進的省エネ型浄化槽（中・⼤型槽）推進事業
〇既設の中⼤型合併処理浄化槽から先進的省エネ型浄化槽への交換
・交換によって既設浄化槽のCO2排出量を30％以上〜46％未満削減するもの（補助率1/3） 
・CO2排出量46％以上削減するもの（補助率1/2 ）

〇既設の中⼤型合併処理浄化槽に係る⾼効率機器への改修
・改修によって当該機器のCO2排出量を20％以上削減するもの（補助率1/2）

集合処理から浄化槽への転換・単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換・先進的省エネ型浄化槽の導⼊等を⽀援します。
【令和９年度要求額 10,713百万円（10,413百万円） 】

環境省 環境再⽣・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 浄化槽推進室 電話︓03-5501-3155

■事業形態
■請負先/交付対象
■実施期間

浄化槽設置､宅内配管⼯事､転換
時の単独処理浄化槽・くみ取り槽
撤去､単独処理浄化槽の⾬⽔貯
留槽等再利⽤を助成

浄化槽
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⾚⾊部分が助成対象○費⽤負担・交付率

特定既存単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換（⼀定の要件を満たす場合に限る）

負担割合6/10 負担割合4/10

市町村(1/2負担)個⼈ 国(1/2交付)
負担割合1/3 負担割合2/3

個⼈ 市町村(2/3or1/2負担)国(1/3or1/2交付)

浄化槽設置整備事業（個⼈設置型）
単独処理浄化槽・くみ取り槽から合併処理浄化槽への転換、新規設置

公共浄化槽等整備推進事業
単独処理浄化槽・くみ取り槽・集合処理から合併処理浄化槽への転換、新規設置

①交付⾦（交付率1/3、1/2）、②間接補助事業（補助率︓1／3、1／2）
①地⽅公共団体、②⺠間事業者・団体、地⽅公共団体等
①平成17年度〜、②令和9年度〜令和13年度

・汚⽔処理施設の最適化や汚⽔処理未普及⼈⼝の解消に向け、既存の集合処理施設から浄化槽への転換、特定既存単独処理浄化槽を含む単独処理浄化槽やく
み取り槽の合併処理浄化槽への転換を促進するとともに、⾼齢世帯における経済的負担の軽減に向けた⽀援も必要。あわせて、適正な維持管理を徹底するため、浄化槽
台帳の整備や少⼈数⾼齢世帯の維持管理費を⽀援。 災害対応・強靭化のため、⽼朽化した合併処理浄化槽の更新等を⽀援。
・浄化槽分野における脱炭素化の推進に向けて、エネルギー効率の低い既設の中⼤型合併処理浄化槽について、先進的省エネ型合併処理浄化槽への交換、
最新型の⾼効率機器（⾼効率ブロワ等）への改修を推進することにより、⼤幅なCO2削減を図る。

①循環型社会形成推進交付⾦

②先進的省エネ型浄化槽（中・⼤型槽）推進事業 先進的
省エネ型浄化槽

出典︓フジクリーン⼯業（株）HP

浄化槽設置費⽤
（本体及び⼯事費）を国庫助成

先進的省エネ
合併浄化槽
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国庫補助なし
⾚⾊部分が助成対象

※集合処理からの転換⼯事に係る宅内配管⼯事費を交付対象とする。
※集合処理からの転換⼯事における付帯⼯事費の拡充 等

市町村(2/3or1/2負担) 国(1/3or1/2交付)

浄化槽設置整備事業（⼀定の要件のもとで、公共関与により実施する集合処理からの転換に限る）
※浄化槽災害復旧事業については交付対象事業費の全額が交付⾦の交付対象（要協議）

市町村(1/2負担) 国(1/2交付)



お問合せ先︓

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業⽬的

4. 

循環型社会形成推進交付⾦等（うち、浄化槽分）

事業イメージ

市町村が⾏う浄化槽事業に対して交付⾦により⽀援。
※令和９年度では下線部分の助成メニューを拡充。
○環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業（交付率1/2）
・単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽(環境配慮型浄化槽に限る)に事業計画額の５割以上転換する

事業
・集合処理(下⽔道、農集排等)から公共浄化槽等へ転換する事業（交付率1/2）

○単独処理浄化槽やくみ取り槽から合併処理浄化槽への転換
特定既存単独処理浄化槽（法に基づく維持管理を実施している少⼈数⾼齢世帯に限る）から合併処理浄

化槽への転換に対する交付⾦基準額の増額 <R11までの時限措置>
○浄化槽災害復旧事業
○少⼈数⾼齢世帯に対する維持管理負担軽減事業 等（交付期間:5年）
○市町村が定める浄化槽⻑寿命化計画等に基づく浄化槽の改築・更新事業
○浄化槽整備効率化事業
浄化槽台帳整備（浄化槽の被災状況等をオンライン等で把握・情報集約する台帳システム整備含む）､

計画策定・調査（集合処理施設から浄化槽への転換の計画策定に係る調査を含む）等

・現在でも全国で未だに約780万⼈が単独処理浄化槽やくみ取り槽を使⽤しており、⽣活排⽔が未処理となっている状況。
・汚⽔処理施設の最適化や汚⽔処理未普及⼈⼝の解消に向け、既存の集合処理施設から浄化槽への転換、特定既存単独処理浄化槽を含む単独処
理浄化槽やくみ取り槽の合併処理浄化槽への転換を促進するとともに、⾼齢世帯における経済的負担の軽減に向けた⽀援も必要。あわせて、適正な維持管
理を徹底するため、浄化槽台帳の整備や少⼈数⾼齢世帯の維持管理費を⽀援。
・災害対応・強靭化のため、⽼朽化した合併処理浄化槽の更新とともに浄化槽の被災状況の迅速な把握と早期復旧を図る台帳システム整備を⽀援。

集合処理から浄化槽への転換・単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換・維持管理の向上等を⽀援します。

【令和９年度要求額 9,113百万円（8,613百万円）】

環境省 環境再⽣・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 浄化槽推進室 電話︓03-5501-3155

■事業形態
■請負先/交付対象
■実施期間

※廃棄物処理施設整備交付⾦を含む。

公共浄化槽
（設置）

環境省

交付⾦

市町村

浄化槽設置､宅内配管⼯事､転換
時の単独処理浄化槽・くみ取り槽
撤去､単独処理浄化槽の⾬⽔貯
留槽等再利⽤を助成

浄化槽
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⾚⾊部分が助成対象

○事業の流れ

浄化槽設置者
○費⽤負担・交付率

特定既存単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換（⼀定の要件を満たす場合に限る）

負担割合6/10 負担割合4/10

市町村(1/2負担)個⼈ 国(1/2交付)
負担割合1/3 負担割合2/3

個⼈ 市町村(2/3or1/2負担)国(1/3or1/2交付)

浄化槽設置整備事業（個⼈設置型）
単独処理浄化槽・くみ取り槽から合併処理浄化槽への転換、新規設置

少⼈数⾼齢世帯に対する維持管理負担軽減事業

負担割合1/2 負担割合1/2

公共浄化槽等整備推進事業
単独処理浄化槽・くみ取り槽・集合処理から合併処理浄化槽への転換、新規設置

市町村(2/3or1/2負担) 国(1/3or1/2交付)

※集合処理からの転換⼯事に係る宅内配管⼯事費を交付対象とする。
※集合処理からの転換⼯事における付帯⼯事費の拡充 等

個⼈ 市町村(2/3or1/2負担)

個⼈設置型
（助成）

交付⾦（交付率1/3、1/2）
地⽅公共団体
平成17年度〜

国(1/3or1/2交付)

※集合処理から合併処理浄化槽への転換の場合には、市町村1/2負担・国1/2交付
※市町村は、別途、負担⾦（事業費の1割程度）を個⼈より徴収

※浄化槽災害復旧事業については交付対象事業費の全額が交付⾦の交付対象（要協議）

浄化槽設置整備事業（⼀定の要件のもとで、公共関与により実施する集合処理からの転換に限る）
市町村(1/2負担) 国(1/2交付)



お問合せ先︓

2. 事業内容

1. 事業⽬的

■事業形態︓

■実施期間︓
■補助対象︓ ︓

3. 事業スキーム

4. 

浄化槽分野における脱炭素化

最新型の⾼効率機器

画像提供︓（⼀社）浄化槽システム協会

先進的省エネ型浄化槽

出典︓フジクリーン⼯業（株）HP

先進的省エネ型浄化槽（中・⼤型槽）推進事業

間接補助事業（補助率︓1／3、1／2）

中⼤型（51⼈槽以上）合併処理浄化槽について、先進的省エネ型浄化槽への交換、最
新型の⾼効率機器への改修を⾏うことにより⼤幅なCO2削減を図る事業を⽀援する。
①既設の中⼤型合併処理浄化槽から先進的省エネ型浄化槽への交換
• 最新の省エネ技術による先進的省エネ型浄化槽への交換を要件とする。
• 交換によって既設浄化槽のCO2排出量を30％以上〜46％未満削減するもの︓補助

率1/3 
• CO2排出量46％以上削減するもの︓補助率1/2 
• 採択事業の複数年補助

②既設の中⼤型合併処理浄化槽に係る⾼効率機器への改修
• 最新型の⾼効率機器（⾼効率ブロワ等）への改修とともにブロワ稼働時間を効率的に

削減可能なインバータ及びタイマー等の設置を要件とする。
• 改修によって当該機器のCO2排出量を20％以上削減するもの︓補助率1/2

浄化槽分野における脱炭素化の推進に向けて、エネルギー効率の低い既設の中⼤型合併処理浄化槽について、先進的省エネ型合併処理浄化槽への
交換、最新型の⾼効率機器（⾼効率ブロワ等）への改修を推進することにより、⼤幅なCO2削減を図る。

環境省 環境再⽣・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 浄化槽推進室 電話︓03-5501-3155

⺠間事業者・団体、地⽅公共団体等

令和9年度〜令和13年度

【令和9年度要求額 1,600百万円（新規）】

浄化槽システムの脱炭素化に向けて、エネルギー効率の低い既設中⼤型浄化槽への先進的省エネ型浄化槽の導⼊を⽀援します。

事業イメージ

⾼効率ブロワ

スクリーンインバータ制御

浄化槽設置費⽤
（本体及び⼯事費）を国庫助成

先進的省エネ
合併浄化槽
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国庫補助なし
⾚⾊部分が助成対象

 51⼈槽以上の中⼤型合併処理浄化槽が補助対象
 既設浄化槽の撤去・廃棄・処分費⽤、宅内配管⼯事費⽤は補助対象外


